
平成23年12月28日地域振興部市町村振興課財政第１係担当：元田・市橋電話：0742-27-8421（内線2261）報 道 資 料財政健全化計画に係る御所市の実施状況報告及び上牧町の完了報告の概要について御所市より平成22年度決算との関係を明らかにした財政健全化計画の実施状況の報告、上牧町より財政健全化計画の完了の報告がありましたので、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第６条第２項及び第２７条第２項の規定に基づき、その概要を公表します。なお、財政健全化計画の実施状況及び完了報告の詳細については、両市町にお問い合わせください。



奈良県御所市 財政健全化計画実施状況報告(概要)  １ 具体的な措置の実施状況 ・ 税収入の確保については、差押えなどを実施し、徴収率の向上に努めた。 ・ 総職員数の削減及び職員給のカットを実施した。 ・ 特別職（非常勤等を含む）の手当及び報酬のカットを実施した。 ・ イベントや団体運営への補助金等を廃止・凍結した。 ・ 県財政健全化貸付金の活用により地方債を借り換えた。  ２ 歳入及び歳出に関する計画の実施状況 ・財政健全化計画における平成２２年度中の効果計画額と実績額の比較 （単位：百万円） 効果額 内   容 計画額 実績額 市税等の自主財源の確保 100 128 総職員数の削減及び職員給のカット等 389 396 団体運営補助金等の廃止・凍結 20 20 地方債の平準化と後年度の利子軽減 280 280  ３ 健全化判断比率の状況  （単位：％） 計 画 初年度 （21 年度）  22 年度 最 終 年 度 （25 年度）  内 容   計 画 前年度 （20 年度） 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実質赤字比率 16.31 13.89 10.31 7.61 1.82 － 実質公債費比率 25.8 26.5 25.6 24.4 22.4 19.6  ４ その他財政の早期健全化に必要な事項の措置の実施状況 ・技能労務職員に適用する給料表の見直し、学校の統廃合、ごみ処理業務の広域化、下水道使用料の見直しの検討。 



奈良県上牧町 財政健全化計画完了報告(概要)  １ 財政健全化計画の平成２２年度実施状況 (1) 具体的な措置の実施状況 ・町税等の滞納処分の強化を図るため預金などの差押さえを実施した。 ・人件費は計画どおり削減した（職員採用の抑制、特別職及び一般職給与・手当カットの継続、議員報酬カットの継続等）。 ・公債費の繰上償還、借換えによる利息の削減及び元金償還額の平準化を図った（計画以外の繰上償還を実施）。 ・町立保育所の完全民営化（平成２３年度より）を計画どおり実施した。 ・し尿収集運搬業務を計画どおり民間へ業務委託した。  (2) 歳入及び歳出に関する計画の実施状況 ・財政健全化計画における平成２２年度中の効果計画額と実績額の比較 （単位：百万円） 効果額 内容 計画額 実績額 町税等の徴収強化の実施 16 33 人件費の抑制 296 327 公有財産の売却 14 37  (3) 健全化判断比率の状況                                     （単位：％） 20 年度 計画初年度 （21 年度） 最終年度 （22 年度） 内容 実績 計画値 実績 計画値 実績 実質赤字比率 1.50 0.69 － － － 実質公債費比率 26.4 26.8 26.8 24.8 23.8  (4) その他財政の早期健全化に必要な事項の措置の実施状況 ・土地開発公社健全化計画に基づき公有用地の買戻しを実施した。 ・今後の弾力的な財政運営を補うため財政調整基金への積み立てを実施した。    



２ 今後の財政の運営の方針 (1) 健全財政の確保に関する事項 ① 経費の効率的使用に関する事項 ・職員数及び給与等の適正化に努める。 ・普通建設事業の計画的な実施による公債費負担の抑制を図る。 ・事務事業の見直しを図り、効率的な行政運営による歳出の抑制を図る。   ② 収入の確保に関する事項 ・町税や保険料などの納付方法や収納体制の見直しと滞納整理の強化により収納率の向上を図るなど、自主財源の確保に向けた対策を行う。 ・公共料金等の定期的な見直しを行い、サービス水準に見合った適切な料金設定を実施する。   ・町有財産の整理を行い、保有する普通財産の積極的売却を図る。     ③ その他 ・今後も財政健全化への取り組みを緩めることなく、中長期的な財政推計を行い計画的な財政運営に努める。 ・町有施設運営のあり方について、今後も業務委託など民間活力の導入を進める。     (2) その他財政の運営の合理化に関する事項 ・土地開発公社の業務廃止、解散及び第三セクター等改革推進債の発行や不測の事態に備えた基金の積み立てを計画的に実施し、柔軟で弾力的な財政運営に努める。 ・広報紙等を通じて町民に対し財政状況を分かりやすく説明し、財政への理解をより深めてもらえるよう努める。   
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